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2

協議日時：令和６年７月２９日（月）14:00～16:00

（関西電力送配電（株）からの聞き取り内容）

■ 電気の送配電（Ｐ４～Ｐ８）
• 一般的には、臨海部の大規模な発電所をはじめ、各地の発電所で発電された電気は、付近の送配電網を経由して、南
京都や新生駒などの大規模変電所や、中・小規模変電所を介し、電圧を変圧しながら配電線を通じて最終的に一般の
ご家庭まで届けられる。

• 現在は、太陽光発電などの分散型電源が普及したこともあり、必ずしも臨海部の大規模発電所等から需要地への一方
通行ではなく、その時々で電気の流れは変わっているのが実態。

• 色々な発電所から発電された電気が変電所に集まり、変圧しながら送電されており、奈良県南部で発電された電気の
みを分けて送電することはできない。

■ 電力の需給バランス（Ｐ９）
• 関西電力送配電（株）では、需要（電気の使用量）と供給（発電する量）を常にバランスをさせるため、中央給電指
令所で需給バランスの調整を行っている。

• 需給バランスが崩れると周波数が変動し、一例としてモーターを利用して製作している製品にムラを生じさせること
もある。さらに、需給バランスが大きく崩れると、大規模停電が発生する恐れがある。

• 「電力の広域的な運用」により、関西エリアだけでなく、全国で需給バランスをとっている。
■ エネルギーの地産地消（Ｐ９）
• 県南部の水力発電所で発電した電気を一部の地域だけ限定的に供給するには、発電所と当該地域を結ぶための鉄塔や
送電線、変電所、需給バランスをとるための需給調整システムなどの施設や発電事業者との協議・契約が必要となり、
莫大な費用と時間を要するだけでなく、施設のメンテナンスや電気料金の徴収に必要な契約の整理なども必要となる。

■ 配電ネットワークと停電対応（Ｐ１０～Ｐ１６）
• 配電線がループ状であれば、開閉器の操作等により隣接系統の電気を送電して停電を解消できる。
• ただし、道路環境等の地域特性、需要密度、需要の公共性などを勘案し、合理的かつ経済的な系統を構築しているた
め、ループ状となっていない地点もある。

• 関西電力送配電は、災害などの大規模停電発生時には、停電状況の把握、停電箇所の調査、停電原因の復旧により、
停電箇所の早期送電に努めている。また、配電線被害が甚大な場合には、管内全エリアからの復旧要員応援、ならび
に他一般送配電会社からの復旧要員の応援を受けて対応する。

• 停電から復旧に時間を要するケースとして、土砂崩れ等の道路災害により作業員が現地に行けない場合などが挙げら
れる。なお、土砂崩れ等の道路災害時の備えとして、関西電力送配電は奈良県内の全ての自治体と、障害物除去に関
する道路啓開の覚書を締結している。

• 停電時の復旧手順としては、被害状況を把握した上で、高圧配電線を優先的に改修し、次に低圧配電線設備を復旧す
ることになる。



関西電力送配電（株）からの提示資料を抜粋

3



4

•

4



5

5



6

6



7

7



8

8



9

9



10

10



11

11



12



13

13



14



15

15



16

16


